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はじめに
i日制度の解体は新たな秩序の形成を伴う。 1 8 61年に公布された農奴解放令は農民を領主から以
後永久に解放すると第l条で宣言し、 あとに続く条文では新しい土地関係をいかに築くかについ
て多くの条項を割いている。 と同時に、 農奴制下では領主に任されていた農民仔政について、 解
放後の農民世界の秩序維持のために新たな行政・司法制度が創設され、 それまで旧領主が果たし
ていた軍事祭・裁判権は農民自治に委ねられることになった。 これはドイツの農民解放 (シュタイ
ン ・ ハルデンペルク改革) と比べると地主の旧農奴にたいする人格的支配を一掃する点で画期的
なことであると評価できる反面、 帝国人口の8 割以上を占める農民身分を直接支配することがで
きなかったという意味で、 ロシアの 「近代国家形成のための条件整備の遅れJを物語るものであ
り、 明治維新の日本と対照をなす(1)。
農民行政を自治とした乙とそのものは国家による「直接統治Jと考えられなくはない. 解放後
の農民自治は農奴制時代に事実上行政の役割を担っていた農民共同体を利用し、 それに国家が公
的性格を付与する形でおこなわれ、「村団jと名付けられた農村共同体の活動が農奴解放令とい
う国家法の支配下にはいったことは、 農奴制時代の 「領主を通じての間接統治Jとくらべれば国
家権力が農村の隅々までいきわたるようになったことを意味するからである。 しかし自治の内容
について国家はその大枠を示すだけであり(2)、 行政のみならず警察および裁判権を農民の手に委
ねたことは国家による農民統治のその時点での限界を示している。
特に、 農民社会で日常的に生じる民事関係の紛争解決の基準は明確には示されなかった。 例え
ば繊奴解放令 「一般規程J第1 07条は次のように規定している。 「郷裁判所(3)における紛争の審
理において、 当事者の主張を聞くに際して彼らを調停に導く努力がなされる。 もし当事者双方が
調停に応じない時には、 裁判所は、当事者間で結ばれ郷参事会に提出された法律行為または債務
関係(文書)があればそれに基づき、 そのような法律行為がなければ、 農民生活で受入れられてい
る地域の慣習および規則に基づき判決する。J解放後の農民裁判については慣習法が支配してい
たということがしばしば語られるが、 法的な規定は上記のとおり紛争の解決の基滋はまず第一に
証拠であり、 郷裁判所の判決例はとの規則が基本的に守られていたことを示している(4)。 だが、
証拠がなければ地域慣習に拠ることとなっており、当時の文字文化普及率を考えれば、事実上広
範な領域で慣習の法的効力が国家法により認められたことになる。 その理由の一つは人口の8 曾l
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以上を占めていた農民身分が有していた独自の法観念にあった。
ロシア農民償習法研究は晶近の 20年聞に急速に進み、 特に土地をめぐる権利意識の解明に多
くのカが注がれた。 その結果すでにその基本的内容についてはあきらかになったと言えるが、 必
ずしも統ーした像が結ぼれているわけではない(5). 特に農民世幣の所有関係については「世帯
財産は家長の個人所有ではなく家族所有であるJという考えが有力であるが、 存命中に家長がも
っ世帯財産の管理や分配にたいする大きな権限とその死後における処分制限のギャップに関して
十分な説明はなされていない. また法令上の規定、 最高法院 (セナート)判例、 そして農民の実
際の法観念の関係は必ずしも盤合的ではなく、 「世帯財産は家長の個人所有ではなく家族所有で
あるJという言葉だけでは説明できない (6)。 実際、 農民世帯の所有関係に関する問題は 20 世
紀初頭のストルィピン改革で法的に重要な変更が加えられる隙に大きな論争点となったととはよ
く知られている。 論点は個人所有か家族所有かという二者択一の問題の他に、家族所有であると
したらいかなる意味での共同所有なのかという問題であった.
以上のような問題関心から、 本稿では農奴解放令制定時以来の帝政ロシア政府の農民家族観お
よび同時代の実務家と法学者の織拾の紹介をとおしてロシア級民家族の財産関係について分析し
たい.
1 J4量奴解放令における般民財産の規定
農奴制期においてロシア厳民は、土地建物に隈らず日常生活用具にいたるまで、 モノに対する
占有権を有していたが、 厳密な意味での所有権は農奴主に属していた. しかし農奴解放によって
領主からの人格的支配から逃れ、 さまざまな制約はあったにせよ法的には「市民的権利」を得る
ことになった(7)。 このことについて燐奴解放令はどのように規定しているか整理をしておきた
し).
農奴解放令一般規程の前文は農奴解放後の農民に与えられる一般的な機手IJについて概説する.
第2条は、 農奴制を脱した燐民に、 人格的にも財産上でも法に基づき自由な農村住民としての綴
利と地位が与えられることを宣言している. これを受けて第6条と第1 1粂により、農民は耕地、
その他の農業用地、 そして屋敷・菜園地を農奴解放令地方規稜に基づき定められた金額で領主か
ら腕入し、 その所有者になる. 屋敷・菜闘地以外にも領主との合意を得た上で、 一般法に基づき
その他の農地を私的所有地として購入することができる( 同第12条).
同第 1 部第 2章は『財産に関する諸権利Jと題されている。 ここで特に注目されるのは第 33
条である。「各農民は自由農村住民のために定められた当骸法令に基づき、動産、 不動産を財産
として獲得し、 それを譲渡したり抵当にいれることなど、 全面的な管理をすることができる.J
つまり、 良民は個人として所有物を自由に使用、 収益、処分できるという所有権をもてると規定
されたのである. 続く第 34粂は前半で村田(共同体)が主体となって一般法に基づき土地を贈入
できることが述べられ、 続いて「分与地に関わりなく財産として蹄入した土地を、 村団はその裁
量により家長に分配することができ、 その区画は各人にたいし私的所有物として与え、または全
、
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家長による共有とすることができるJと規定された。 これは文字通りに受け取ると、 土地の所有
者は各農戸ではなく家長であるということを意味することになり、-この条文は後に議論を生むこ
とになる(8 )。 こうして手にいれた耕地や屋敷・菜闘地を農民は自らの獲得物として利用し、 管
理することができるが、 最初の 9年間これを村田に属さない他人に譲渡したり抵当にいれたりす
ることはできない(第3 7 条)。 農民財産の相続方法については地域慣習にしたがうことが許され
(第38 条)、 農民の死後、 相続人のいない財産は、 その財産が存在する村田のものになる(第39
条)。 幾民の財産関係について、 農奴解放令一般規程では以上の規定以外のものはない。 すなわ
ち、 一般規程は農民の個人所有権を認めるものであり、 農民の財産が家長の個人財産であると読
みうる条文はあっても、 家族所有を規定した条項は存在しないのである(9)。
農奴解放令のその他の規程では農民財産についてどのように定められているであろうか。 まず
買戻し規程を見てみよう。 ここでは表現はさまざまであるが、「各農民が個人所有として漉得し
た区画地(第1 69条)J r個人所有物として区画地を得た家長(第1 75 条)J r農戸に属する農民で土
地を個人所有物として得た農民(第1 76条)Jというように、 個人の所有、 とりわけ家長のそれを
強調した表現が自につく。 例えば第166 条「村団全体ではなく、 各家長が獲得した区画地は各人
の個人所有物となり、 存在する地域慣習にしたがって相続されることになる」は、 はっきりと家
長の個人所有権を示しているように読める。 他方で土地獲得主体は農戸であることを示す条文も
存在する。 例えば『土地を個人所有物として鑑得したひとつまたは複数の態戸(第1 57条)Jr村
固または各般戸によって(土地を)獲得した(ことにより生じた)貿戻し債務(第170 条)Jである。
以上の表現の違いが生じる理由として、 1 、 家長の個人所有と農戸単位による所有の両方を認め
たもの、 2 、 共肉体的土地所有地域では便宜的に家長または村団が所有主体となる表現をとり、
世帯別所有地域では農戸が主体となるという使い分けをしている、 3 、 単なる用務上の混乱であ
り、 条文上の所有主体が村田であれ、 家長であれ、 農戸であれ深い意味はない、 などが考えられ
る。 第131 条は「土地がひとつまたは複数の個別鹿戸により獲得された時には、 各家長は買戻し
金の支払いに個人的に責任を負う」と書かれており、 購入(=所有)主体は鹿戸で、 実際の支払い
資任は家長にあるという意味で、 本条文は家族所有を前提としているように読める。
次に地方規程を見てみよう。 大ロシア・新ロシア・ベラルーシ地方規程第110 条「各農戸の屋
敷・菜園地は、 当該農戸に住む家族によって世襲的に用益され、 各地域に存在する相続慣習秩序
により相続される。Jこれは所有権の主体については替かれていないし、 家族所有という言葉も
用いられていない。 さらに相続の具体的方法は地域償習に任せると記されている。 だが、 大ロシ
アでは、 相続は世帯の男性構成員により等分されるという慣習が支配的であることが知られてい
たため、 屋敷・菜園地については明らかに各農戸による家族所有が基本的に認められていたと考
えられる。 小ロシア地方規程第93 条はf・・・厳民家族の分与地はその家族によって世襲的に
用益される。 家族区画地の相続および家族分割の方法は地域慣習により規定されるJと、 同じよ
うに家族の世襲的利用を定めており、 家族所有を前提としていると考えられる。
以上のことから、 立法者は家族所有を前提として法を編纂していたことがわかるが、 なぜ農奴
解放令の条文では家族所有という用語が使われず、 具体的相続方法については地域の慣習に任せ
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ると定められたのであろうか。 実はとの点について、農奴解放令の編纂過程では議論が存在した。
たとえば、 農奴解放を促すアレクサンドル二世による県知事あて勅蓄にたいし、 内相ランスコイ
は次のような意見容を出していた。 すなわちf屋敷菜園地にたいする所有権は共同体全体または
各幾民家族によって獲得されるJ r農民家長の権利、 屋敷・菜園地と分与地の相続権、 家族分割
が認められる条件は保持および規定する必要ありJ r農民家族メンバー相互の権利と義務を規定
する地域法令および慣習を参考にする必要ありJ(10)。 ランスコイは所有主体を共同体、 家長、
農民世帯と分けて考えており、 それを法令上に明記すべきであると考えていたのである. 実際に
解放令の審議過程でもそのような考えは生かされ、 大ロシア等地方規程第 145 条のはじめの事務
は「村団を脱退する個人は、 家族所有ではなく個人所有として有している建物のみを販売するこ
とができるJとあり、 家族所有だけでなく、 個人所有の存在を前提としていた。 しかし委員のポ
ーゼンがf(農民)家族が共同生活をおとなっている限り、 すべてが共有であり、 提案された権利
(個人所有権)を認めることは争いと不和をもたらすJとして反対し、 農奴解放令編纂委員会もそ
の意見に賛成した(11)。 その結果、 同条文の主語はf個人jではなくf家長jと書きあらためら
れたが、 その真意は家長の個人所有を認めることではなく、 全く逆に、 家族所有を前提とし、 そ
の執行者としての家長を所有主体とすることにあった。 これに関連してトゥーラ県委員会が農民
家族、 家長の定義、 その権利、 妻の財産権などを法令上規定することを提案し、 「父死後のこど
もの相続は、 父が家族共有財産ではなく個人財産を有している時のみに問題となるJと、 やはり
家族所有権と家長の個人所有権の区別を主張した際にも、 編纂委員会は、 相続と家族分割問題解
決を実定的にではなく、 存在する地域慣習にしたがうという形で慣習の支配に任せることにした
(1 2)。 つまり、 農奴解放令では家族所有という用語は使われていないし、 所有主体について綴々
な用語が用いられているが、立法者は家族所有を前提とすることを共通了解事項としていた(1 3)。
法令は公布されると警かれた内容が立法者の意図とは独立した効力をもつものだとしても、 18 61
年の段階では農奴解放令における所有主体を表す用語に特別な意味合いは込められていなかった
と考えるべきである(14)。 したがって一般民法で購入した土地については個人所有権が認められ
るが、 分与地および屋敷・菜園地については農民身分法の制約を受ける。 すなわち、 買戻し規程
第2 6 条は、 買戻した屋敷・菜園地について農民は一定期間を緩たあと自らの所有物として一般
法に基づき思い通りに扱うことができると規定しているが、 家長が自由に処分できると解するべ
きではなく、家族所有の管理者として地域慣習に基づき処分することができるにすぎないのである。
2 家族共同所有をめぐる最高法院の解釈とその問題点
最高法院が一貫して農民財産が家長の個人所有物ではなく、 家族所有であると認めていること
については従来から言われているが(15)、 まずとの点を代表的な判例に基づき確認しよう。
-納税はドゥシャーごとにおこなわれるとしても、 一定のドゥシャーと代表である家長からなる
家族が耕地および屋敷・菜園地の所有者かつ管理者であり、 義務を遂行し責任を負うのである。
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それと全く同じように、 家族と世帯は同じものを意味し、 家族の年長者と家長は同一人物を意味
する。 上記の原則の概要から次の結論が導かれる。 すなわち、 世帯と家とは家族を意味し、 家長
は彼が家、 菜園地を所有しているからそのように呼ばれるのではなく、 土地と経営をもっ家族構
成員の年長者であり、 家族の管理者、 長、 代表であるからそのように呼ばれるのである(1 6)。
家族区画地はたとえ家長の名前で登録されていたとしても、 それは (家長が) 独立した所有
者としてのことではなく、 農民世帯または家族の年長代表者としてのことであり、 経営の管理者
としてのことである。 彼 (家長) は分与地の利用方法について家族の若年 成員の同意を得ること
を必要とせず、 分与地の経営的管理に合目的的である限り若年メンバーは家長の意思にしたがう
(17)。
分与地は家長の名前で登録されているが、 家長は世帯の代表であり、 経営の管理者である。
とはいえ分与地は家長の個人所有物ではなく、 農民世帯全体の財産である(18)。
共同体所有のもとだけでなく、 世帯別所有においても、 屋敷・菜園地および耕地など分与地
は、 土地証書では家長の名義となっているが彼の個人所有物ではなく、 農民世宇野あるいは家族全
体の共同所有物である(19)。
・ 分与地は世帯に属するのであるから、 世帯の家長の死に際し、 農民家族の年長者は法律に認
められているところによる慣習によって故人の地位につく、 つまり財産の新しい管理者になるに
すぎない・・・(1日家長の)相続人になるのではないのである( 20)。
こうした最高法院判例の意図は、 1888 年 1月4日の国家評議会意見書で以下のようにさらには
っきりと示されている。「耕地および屋敷・菜園地など分与地は、 買戻し証書に記載された人物
ひとりの所有物ではなく、 その家族全成員の所有物である。 農民諸規程のうちいくつかに『家長
の個人所有権として土地を獲得する』あるいは『各家長により獲得された区画地は各家長個人の
所有物であるSという表現があったとしても、 それは肉体的個人としての資格による農民の個人
所有物としての土地購入を意味するのではなく、 まさに家長としての資格による土地購入、 つま
り世帯の代表として購入し、 それは世帯全体の所有物になる乙とを意味するのである。・・・現
行農民関係法規の正確かつ文字通りの意味で、 員長民により買戻された屋敷・菜園地および耕地な
ど分与地は農民世帯または家族全体の共同所有物であり、 各成員の個人所有物ではない(21)0 J 
以上からわかることは、 以下の三点につき最高法院が一貫して認定していたことである。 1、
家長名義で登録されていても、 耕地、 屋敷・菜鴎地など分与地は家族共同所有であるとと。 2、
分与地が家族共同所有であることは共同体所有地域、 世帯別所有地域に共通すること。 3、 家長
は世帯財産の管理者であり、 世婚の利害に反しない限りその利用について家旗メンパーに相談す
る必要はなく、 メンバーは家長の意思にしたがうべきであること。 3 は 「世帯の利害に反しない
限りJという制約がつくとはいえ事実上家長が世帯財産を自由に処分できることを意味し、 家長
の権限の強大さを認め、 家絞共同所有の実質的意味を暖味にする原因となっている。 また、 世帯
財産が共同所有であれば相続というものがありえないにもかかわらず( 22)、 農奴解放令第38 粂
が『相続の秩序は地域慣習によるjと規定していることをどのように考えればよいのであろうか.
ヮ，RU 
さらに分与地は家族共同所有財産であるとして、 その他の般民各人の側入所有物と所有織につい
てはどうであろうか。 この点について問時代の論争を参考に検肘してみよう。
農民財産が家長の個人所有であると考えるロジーナ=ロジンスキーは、 最高法院は1880年代
まで判例の主眼は世帯が法的制度であるという規定が法律にないことの否定的側面について述
べ、 家族所有を問題にしていなかったにもかかわらず、1 881 年以降になると一時的負担農民に適
用すべき地方規程と買戻し操作にはいり所有者となった康氏に適用すべき一般規程および買戻し
規定を混同した結果、 農民財産を家族共同所有と認定するようになったと指摘している(23). こ
の点について内務次官を勤めたルィコシンは、 ロジーナ=ロジンスキーの法律適用対象解釈は誤
りであり、 8 0年代以降になって農民詔所有者が矯加することによって分与地が殺に属するかはっ
きり規定する必要がでてきたため、 最高法院は農民財産が家族所有であることを判例で示すよう
になったことはあるにしても、 最高法院のやl例は一貫していると反論した(24). さらにロジーナ
=ロジンスキーは、 家長の家族財産にたいする強大な権力、 法律に相続規定があることを自らの
主張の根拠として挙げ、 最高法院は家族構成員が財産の共同所有者であるとする一方、 他方では
厳民世帯が法人であると解釈することもあり、 後者であれば倒別メンバーに所有権はないはずで
あるから矛盾していると指摘した. この点についてルィコシンは、 法律と裁判における用語の誤
りを認め、 家族構成員は家長存命中にすでに共同所有者であり、 相続の名でおこなわれているの
はそれまで不分割であった共有財産の分配にすぎないし、 家長が成業経営にマイナスとなる行為
をした際に家長の交代や家族分割が認められるのは、 やはり家族所有制があるからであると反論
している. ただし家族財産の分配 (各織成員の取り分)、 家長や家族メンバーの債務に家族財産
はどこまで責任を負うかについて愚商法院の判例は一貫していないが、 それは法律の不備が原因
であるとしている(25). 以上のことからわかるのは、 農奴解放令には農民財産が家族所有である
と明記されていないが、 最高法院判例はこの点でー貸していたことであり、 法の欠触における最
高法院による法創造機能、 ロシアにおける破毅容の待つ法徳解釈統一機能の強さを考慮すると、
家族財産にたいする司法上の扱いは家族所有であった考えることが妥当である。
3 郷裁判所判決にみられる家族所有
最高法院などによる農民の財産が家族所有であるという決定は、 法的拘束力を有すとはいえ、
あくまで「政府による農民鶴jであり、 あえていえばそれは「政策Jに過ぎない(2 6)。 したがっ
て、 農民が自らの財産関係についてどのように考えていたかについては、 農民による裁判の現場
である郷裁判所判決を検討しなければならない。 本稿では『郷裁判所改事委員会報告集』により
1 870年前後の事例を中心に検討する.
郷裁判所判決についての代表的資料集である『郷裁判所改革蚕員会報告集』は、 相続、 家族分
割など家族内の財産紛争について非常に多くの判決例を収載しているが、 誰に何をどれだけ分配
するかという家族財産の分配問題は千差万別であり、 前述のように最高法院でさえ一定していな
い. ここでは家族財産概念が問題になり、 かつ家長が存命中にどのような権利を有していたのか
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がわかる例のみを取りあげる。
裁判例 1 :退役兵士Iは兵役を終えて父の家に戻り5年間になる。 父は年老いたうえ弟は未成
年であるため、 まじめで勤勉なIが事実上農業経営を支えており、 家族にかかる税もすべて納め
ている。 それにもかかわらず、 父G は財産を自ら手放さないのでIは財産のうち法律上自分に属
する分の分与を求め郷裁判所に訴えた。 判決は全財産(家屋、 菜困地、 馬l頭、 羊4頭、 子豚2
頭、 ライ麦18 メーラ)をG、IそしてIの弟で三分すべしというものであり、 分割した財産は原
告固有の所有物であると認定している。 また、 原告が現在居住している家屋は特に彼の働きによ
り家族が取得したものであるから、 原告の自由意志によらず立ち退きを強制されないと判決は付
け加えている(27)。
上記の例は年老いた父が子どもを圧迫し、 それに対し息子が財産分割を求めたものである。 郷
裁判所は息子の訴えを認めた。 つまり家長の意思に反してその財産が分割されたのであるが、 判
決は農業経営能力を失った家長の世帯の財産管理機を制限するものであり、 その意味でf家族所
有」説の公式を裏付ける事例である。
裁判例2:原告Mは、 父Bが死亡したため、祖父Iに財産の一部を分割してくれるよう要求
した。 BはIから独立していなかったため、 国有の財産を有していない。 その上Bの妹の夫が婿
養子としてIに代わり経営に参加し、 現在は家長になっている。 したがってIは家や財産を管理
する権限をもたない。 郷裁判所は体面、 親族関係、 近親者への愛という名目でIが原告に対し財
産の一部を分与するよう勧めたが、Iは拒否した。 その結果、 次のような判決が下された。Iの意
思に反して原告Mに相続を認めることはできない。 なぜなら農民裁判所は、 家の持ち主が自ら
の財産を管理している際に、 ( その意に反して)その譲渡をおこなう権利をもたないからである
(28 )。
もし織民財産が家族共有財産であるならば、 原告Bは父に代わりIの世帯において財産権を受
け継ぐので、 たとえIが家長でなくなったとしても、 娘婿である現象長が原告に対し財産分割を
おこなうよう郷裁判所は命じるはずである。 しかし裁判例 2は、 家長の財産管理権に郷裁判所は
介入できないと述べており、 世帯経営が順調であれば、 家長はその財産を個人の意思で自由に処
分できるし、 その意味で家長の個人所有権を認定していると読める。 同じような事例は他にもみ
られ、例えば父に圧迫を受けている娘が財産の分与を求めた際に、郷裁判所は自ら命令を下さず、
家長の自発的意志を認めた(29)。 また、 家族分割をして独立したいと求める子ともの要求に対し、
郷裁判所は独立を認めつつも財産分割については何も分与しないという家長の意思に反論するこ
とはなかった(30)。 家長がおこなった分割について不服の息子がやり直しを求めた訴訟において、
家長が「健康な思考によりおこなった分割に文句をつけるものではないJと反論した際に、 郷裁
判所は「財産所有者が存命中に裁判所はその紛争を審議する権利をもたないJとやはり家長の財
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産権の強さを認定している(31).
裁判例3 :税を何ひとつ負担しないだけでなく、 同意なく動産を売却し自己の目的に使用し、
さらに自分と萎に悪罵を浴びせるとして農民Fは家長である兄を訴えた。 その主張は証人によっ
て痩付けられた。 その結果、 郷裁判所は兄に代わり原告を家長とする判決を下した. もし原告F
が兄と家族分割をおこないたい湯合には、 銭奴解放令一般規程により村会に請求すること、 と付
け加えている(32)。
過度の飲酒などによって経営を破綾する家長の裁判例は他地域でもよく見られる典型的なもの
であり、 健全な農業経営を営んでいない場合に、 郷裁判所は原日IJとして家長権を剥奪した. ただ
し家族分割をおこない息子に財産の一部を自発的に譲ることによって家長権の剥奪を免れた哉判
例もある(33 ). 世帯干が有する草刈場の権利を勝手に売却した例では、f家長の行為は軽率であり、
農業経営を破壊に追いやる. そもそも分与地は担税能力維持のためにあるのであるjとして売却
契約そのものが無効にされた(34). 家長が権利を行使するためには健全な経営をおこなうことだ
けでなく、 家族メンバーを扶養することも当然の義務とされた。 納税および子どもの養育のため
に家族財産を家長の許可なく売却した喪が訴えられた例では、 郷裁判所は家族を貧しくさせた夫
を叱賢し、 妻はお宅金めなしとされた(35).
テニシェフ文書を資料として18 90年代の農民法慣習を研究した向時代の研究者マルトゥイノ
フによれば、 以上のような家長の家族財産にたいする権利と義務は、 世紀末になっても基本的に
変化しなかった(36). しかし家族織成員の個人財産が埼加したこと、 家長の承認があれば家悠財
産が担保となるがそうでない場合にメンパーが取引契約をおこなう際には個人財産が担保となっ
たこと、 遺言などにおける家長の裁量の範囲が拡大したため従来は家族全体のものであった相続
財産が家長の個人財産となる傾向が強くなったこと、 などの点に変化がみられるようになった
(37)。 以上のことから家長の財産管理権はとても強く、 通常の農業経営をしている限り家族によ
るその制限は事実上なく、 その傾向は時代とともに強くなっていったと考えられる.
4 農民財産の特徴と家族所有
最後に農民財産の性格についての政府の理解、 立法と農民生活の実態との関係について、 理論
的問題を含めて考察することにより、 雌民財産の特徴を考えてみたい。
1837年にはじまるキ セリョーフ改革から農奴解放前後の時期に、 農民財産の特殊性について政
府実務家や学者の問で関心が生じ、1846年に出された法令は国有地農民にたいし家族農業用財産
は家長のもと不分割として利用すること、 家長が存命中に後継者を指名しない時には残った家族
の年長の者がそれを受け継ぐこと、 農業に関係しない財産は一般法と地域慣習に基づき相続者で
分配することを規定している(38 ).これは土地の細分化を防ぐという政策的指導であると同時に、
慣習による相続を認める点で銭民財産の特殊性に配慮したものである. 1848 年から 49年にかけ
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て国有財産省の官僚であるパルィコフは44 県の資料を集め、 農民の相続および財産分割の実態
について分析をおこなった。 そして農民財産が家族に共通財産として所属しており、 それを家長
が管理すること、 しかし家長の個人財産ではなく、 存命中は自由に処分できるが死後は後継家長
の経営へ移り家族の共通財産であり続けることを指摘している(39)0 1 8 52年と 53 年に法学者カ
ラチョーフは中央ロシア6県を調査し、 やはり農民財産が家長の個人所有ではなく、 家族構成員
全員の所有物であることを明らかにした(40)。 農奴解放令は上記の理解のもとに起草されたとい
えるが、 史料も少なく、 観念的な理解が先行していた。
そうしたなか、 農奴解放後にもっとも大規模に収集された農民法慣習資料であるf郷裁判所改
革委員会報告集』を包括的に分析した法学者パフマンは、 農民財産が家銭所有であることを否定
した。 当時の一般的理解では、 農奴制のもと個人の自由が法的に認められていなかったために農
民世界に所有権という概念そのものが育たなかったとされ、 共同体が存在していたため各人は周
益権をもつのみであった。 しかしパフマンによれば「自らの菜園で収穫されたものは自分たちの
ものJ r自らの土地を他人が利用するのを禁止できるJなどの農民の言葉からもわかるように、
農民にとって所有権という慨念は全く異質のものではなかった(41)。 たしかに私的所有権は発達
が米熟であり、 家族構成員は世帯財産について用益様のみをもち、 処分、 管理維はない。 家族の
全財産の所有権は家長に属していると考えられる。 ただし経営に害悪となる取引や処分は禁止さ
れるなどの財産管理についての多少とも重要な制限は存在する(42)。 他方で家族メンパーの個別
所有権も発達しつつあり、 自らの労働で獲得した馬や雄牛などはすべてその人のものであるとい
う農民の言葉が引用されている(43)。 このようにパフマンは大家族制の崩壊や個人労働の重要性
の高まりなど農民生活の変化に注目し、 法的には家族所有が成立する余地があるが、 生活条件が
すでにそれを必要としなくなっていると考えた。
他方で農民憐習法の膨大な文献解題をおこなったヤクーシキンは、 家長の強大な権限を認めつ
つも財産管理権の制限を強調し、 それは家族所有によってのみ説明されるとしている。 「家族財
産は家族所有である。 家族の長は家の経営者(家長)と呼ばれている。 両親と子どもからなる家族
では、 農民の理解によると、 家族構成員にたいし父は無条件の権力を有している。 したがって彼
はほとんど恋意的に家族財産を管理することができる。 このことは、 家族財産は父の個人所有物
であるという主張に多少の根拠を与える。 だが家長の経営管理権についての制限や家長の放逐が
共同体や家族に利害によって説明されるとすれば、 父の意思に反して息子が財産分与を受けて家
を出るととは、 家族所有の存在のみによって説明することができる(44)oJ
ここで同時代の論者に依拠して農民財産の共通の特徴をいくつか挙げてみよう(4 5)。
l、 家長は財産管理権をもち、 家族を代表する。
2、 農民経営に必要な家族財産について、 家長の管理機に制限はない。 ただし家長は家族構成
員の扶養義務を負う。
3、 家族メンバーは共通労働に参加するが、独立の場合をのぞき財産の一部を要求できない。
独立の際の財産分与は家長が決定する。
4、 家族メンパーは農業経営とは別の個人財産をもち、 それにたいし排他的権利を有する。
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5、 家長の遺贈の権利は動産については大きな裁量権をもつが、 土地については地域の慣習に
したがう。
以上のような性質をもっ農民財産を家族財産と見なせるかどうかについて議論が分かれること
についてはこれまでに見てきた。 それは家長の財産管理権とその制限をいかに評価するかを論点
としていた。 議論を難しくさせてきたもう一つのポイントとしては、 一般民法上の「共有Jと農
民家族財産の性質の遣いがある。 前者では各人に一定の持分があり、 それを自由に処分できる
(46)。 しかし、 農民財産にたいする家族構成員の権利は、 それが家族所有であると主張する論者
の場合でも共通して不分割であり、 各人は独立した権利、 請求権をもたず、 したがって他人に権
利を譲渡することもできなかった。 各人が一定の持分を有していないということは最高法院の判
例にも見られる(4 7)。 その意味で共同所有のうちの「合有J形態に近いが、 ロシアでは当時この
縦念は存在しなかった(48)。
結論
以上をまとめると、 次のようになる。 農民財産の特殊性について政府は 19 世紀半ばにはすで
に注目しており、 農奴解放令で個人所有権を意味する条項を挿入しようという考えにたいし、 家
族の共同所有を主張する考えが対立し、 法令上の混乱が生じた。 しかし司法政策では、 農業経営
の安定性にたいする配慮から一貫して農民財産を家族所有と認定しつづけた。 実際の農民法慣習
では、 郷裁判所が怠惰な家長にたいする権利の制限を命じるなど、 たしかに家族所有とみられる
裁判例が豊富に存在する。 他方で家長の事実上の財産管理権は健全経営をおこなっている限り無
制限であり、 この点をみれば家長の個人財産と考えることもできる。 さらに時代が進むと、 家族
メンバーの労働による個別財産がふえ、 農民世界に個別所有権の概念も広がってきた。 世紀転換
期には家長の個人所有権と家族メンバーのt性格財産にたいする権利の問で闘争が生じるようにな
ったと考えられる。 そして遂にストルィピン改革では家長の個人所有権が法的に認められるよう
になった。 それが農民の法慣習の変化を法律が追認したものであるか、 あるいは政府による積極
的な政策の転換であるかについては、 これからの課題として検討したい。
3主
(1)もちろん日本の近代法体制盤備過程にもさまざまな制約や好余悦l折があったが、 国家と個人の問に領主や村
といった中間団体が排除され、 地方制度が一圏内の統一的な制度として一挙に実現されたことはロシアとの大き
な逃いである. 武井正臣、 熊谷開作他F臼本近代法と『村Jの解体』法律文化社. 1965年、 3-4ページ.Eαfl4S
XnPCH， CpaBHHTen:bl:lbl量aHa1IH3φOpM pa3JlO抵eHHJI CeJIbCICOH 06IIU1:HI>l-B 5lno四B H B POCCHH // ûICaJIMa­
JlaiíraICy 6YHI'aJCy6y ICHHO. Ng24. 1995. Cお・92.
(2 )織奴解放時にはf(解放)宣言Jと同時にそれを実現するための絡法令が同時に公布された. CM. CoφOp6HKOKA 
(pe，丸)Kp聞も四cICaJl peφ。pMa B POCCHH 1861 roJla. C60pl曲リaICOHO.尻町eJIbK副xam抽. M.， 1954. r一般規程J
はいわば燥奴解放後の1良民にたいするfJl\:法J的な位償付けとなる法令であり、 政民身分の織利義務、 村図や郷
の行政. 司法システムなどを定める法律である.f刑法Jにあたるものについては別に『一般縫村裁判法jが制定
されることになっており(足並奴解放令一般規定第102条段1)、 その完成までは包有地農民改革の際に制定された
1839年のf農村裁判法Jが準用されることになっていた. r一般俊村吉主戦l法Jは幾奴解放令作成の過程で会1 4 
1 �長からなるE草案が完成していた(Ap四:B rocYJlapCTBeHHoro COBeTa. ロpHn:Oll<e阻JI IC lI<ypHany rJlaBHoro 
ICOM町陀Ta nO KpeCTb四CKOMy !1.eny. TIr. 1915. C.41引)が、 結局出版されることはなかった. r民法jに相当する
法律のうち特に土地所有1::関するものは「興戻し規程Jおよびf地方規緩Jが扱っている.
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